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1992年
地球サミット
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ローマクラブ

「成長の限界」
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パフォーマンス

エコノミー

2010年
エレン・マッカー
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2015年
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EU
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EU
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世界の主なトピック

サーキュラー
エコノミーの
潮流

公害対策（Planet） グローバルな環境対策（Planet） 経済戦略 （Profit・Planet）

社会的視点の包含（+ People）

2022年
ウクライナ情勢

資源安全保障
（+ Peace）

世界のサーキュラーエコノミーをめぐるナラティブの変化（環境 → 経済 → 社会 → 安全保障）

アムステルダム市
ドーナツ経済学の採用



出典：人とくるまのテクノロジー展2024 経済産業省説明資料



出典：人とくるまのテクノロジー展2024 経済産業省説明資料



出典：https://www.jora.jp/wp-content/uploads/2024/06/20240628_MOE.pdf

https://www.jora.jp/wp-content/uploads/2024/06/20240628_MOE.pdf


出典：https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/resource_circulation/pdf/008_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/resource_circulation/pdf/008_04_00.pdf


出典：https://www.env.go.jp/content/000229697.pdf

https://www.env.go.jp/content/000229697.pdf


出典：https://www.env.go.jp/recycle/plastic/pdf/gaiyou.pdf

https://www.env.go.jp/recycle/plastic/pdf/gaiyou.pdf


再生プラで事業者に利用計画策定を義務化へ 経産省
経済産業省は6月27日、「成長志向型の資源自律経済戦略の実現に向けた制度見直しに関する中間とりまとめ案」を公表した。
同日の産業構造審議会産業技術環境分科会資源循環経済小委員会で了承されたもので、プラスチックの再生利用を促し、脱炭
素化の促進を図る。この中で、事業者に対しプラスチックなどの再生材の利用に関する計画の策定、実績の定期報告の義務化
に関する方針が示された。

政府は、総合的な政策パッケージとして「成長志向型の資源自律経済戦略」を進めている。資源循環経済政策の再構築などに
より、国際的な資源供給の途絶リスクを可能な限りコントロールし、国内の資源循環システムの自律化・強じん化を図るとと
もに、国際競争力も備え、持続的かつ着実に成長する経済を目指す。
中間とりまとめ案の内容は、（1）我が国の循環経済を巡る動向、（2）諸外国の循環経済を巡る動向、（3）循環資源経済小委
員会での制度見直しにあたっての視点・考え方、（4）「資源生産性」の最大化に向けた施策の4章。

このうち、資源循環経済小委員会は、従来型の線形経済（リニアエコノミー）の問題として、「天然資源強国に富が集中し、
資源調達に係る地政学的リスクに直結する。環境価値が適切に評価されなければ、環境・労働規制が緩い第三国に需要が流出
し、国富、産業競争力、経済安全保障を損なう恐れがある」と指摘。循環経済（サーキュラーエコノミー）に移行することで、
「国内でグリーン素材が供給される環境をつくり、グリーン製品の生産拠点のマザーマーケットとして国内立地を進めてい
く」と、方向性を示した。

さらに日本の高いリサイクル技術を活かし国際競争力を高めること、そして天然資源小国であるがゆえに再生材利用を伸長さ
せることが重要だと強調。成長戦略として、再生材の市場構築を主体的に進める必要があると提唱した。
そのうえで「資源生産性の最大化」「自律的な循環経済の促進に向けた環境整備」「製品の効率的利用・サーキュラーエコノ
ミー（CE）コマース促進」「製品設計の高度化（エコデザイン等）」の重要性を説いている。
本中間とりまとめ案では、事業者に再生プラスチックの利用計画の策定を義務づけるほか、再生資源を使った商品への認証制
度を検討する方針も盛り込まれた。対象は自動車や包装容器などの製造業者を想定し、詳細は今後検討する予定。

出典：https://cehub.jp/news/meti-resource-circularity/

https://cehub.jp/news/meti-resource-circularity/










サーキュラービジネスが抱える課題

 可視化
（量による均質化 
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トレーサビリティ
による品質担保・
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シェアリン
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循環型調達・
ビジネスモデル転換
（資源と売上の分

離）

Vertical Mining（垂直採掘） から Horizontal Mining（水平採掘） の時代に
＝ 価値創造・維持・回復を分散化させるテクノロジー、回収・再資源化を効率化させるテクノロジー
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サーキュラーエコノミーを事業化するための戦略
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戦略 概要 事例

Economies of Scale
テクノロジーやコラボレーションによりスケールメリ
ット（コスト・品質）が得られる仕組みを構築する

レコテック（デジタル資源循環プラットフォームを
通じたプラ回収・再生樹脂販売）

Data in Data out
狭域の資源循環によりノウハウを生み、ノウハウ・デ
ータを広域に提供することで資源と収益を分離する

ChopValue（割り箸アップサイクルのフランチャイ
ズ展開）

Revenue Diversification
収益ポイント（出口）を複数用意し、最終製品だけで
はなく副産物も含めて収益源を多様化させる

ニッコー（ アップサイクル食器、食器リサイクル肥
料「ボナース」などの提供 ）

PaaS + PLE
製品としてのサービス + 製品寿命延長戦略（再利用・
修理・改修など）により資源生産性を高める

PaaS・シェアリング関連事業（電化製品・家具・タ
イヤなど ）

Data-driven Value Creation
データ活用（トレーサビリティなど）による情緒的・
機能的価値の向上により高付加価値化する

Bagasse UPCYCLE（ バガスをアップサイクルした
ICタグ付きかりゆしウェアシェアリング）

Multiple Waste Upcycling
複数の未利用資源を組み合わせることで付加価値に変
えられるプロダクト（インターフェース）を考える

八方良菓（ 生八ッ橋や酒粕、おからなど京都の老舗
から出る副産物を活用したシュトーレン ）

Life-cycle Thinking
素材や製品としての比較だけではなく、システムやラ
イフサイクル全体としてのコストインパクトを考える

Notpla（海藻由来の食べられるパッケージをロンド
ン・マラソンに提供）

Circular Systems Design

循環型システムデザイン

Circular Business 

Design

循環型ビジネスデザイン

Circular Service Design

循環型サービスデザイン

Circular Product Design

循環型製品デザイン

Circular Material Design

循環型素材デザイン

Zoom Out

Zoom In



埼玉県のすがた

人 口 約７３４万人（全国５位）

県内総生産（名目） 約 ２３兆円（全国５位）

県内企業等数 １６０,２６２（全国５位）

出典：令和2年国勢調査、令和3年経済センサス（県内民営事業所数は事業内容不詳を含む。）

県内民営事業所数 ２６３,１４０（全国５位）

↑ 埼玉県は近隣都県とのアクセスが容易
産業別 卸売業・小売業 ２２.２％

建設業 １１.３％

製造業 １０.４％

✓ 多種・多様・多数の企業活動をCE型ビジネスモデルに転換ＣＥの実現に向けて
✓ 人口が多い＝一般廃棄物の削減・活用や消費活動を変容

16

面 積 3,797.75km2（全国39位）

＊ポルトガルと同程度



埼玉県の産業構造の特徴（2018年）

出典：埼玉県「令和元年度埼玉県産業廃棄物処理実態調査報告書 概要版（平成30年度実績）」（令和2年3月）、令和４年度産業廃棄物排出・処理状況調査（e-stat）をもとにMURC作成 17

産業別修正特化係数は印刷業、パルプ・紙・紙加工品、廃棄物処理業
が高い。

17

印刷業

パルプ・紙・
紙加工品
廃棄物処理業

地域が基盤とする産業

地
域
が
得
意
と
す
る
産
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エネルギーが無くなれば、化学肥料は無くなる

農業で使用される資材 資材の製造・精製にかかる
エネルギー（kcal/kg)

ガソリン（精製と輸送を含む） 16,500
窒素（硫安として） 14,700
リン酸（過リン酸石灰として） 3,000
カリ（炭酸カリウムとして） 1,860
石灰（採掘と精製を含む） 295
殺虫剤（工業的プロセスを含む） 85,680
除草剤（工業的プロセスを含む） 111,070

Fluck, R. C.(1992)

表 農業で使用される資材とその製造・精製に必要なエネルギー



農林水産省調べ

輸入肥料原料は価格が不安定, 肥料原料の自給率はほぼ０



どうやって変革していくか？

窒素肥料
100

20
10

30〜
50

溶脱量を減らす

脱窒量を減らす

土壌の保持量を増やす

肥料の量を減らす



N 40 
P2O5 24 
K2O 21

家畜排泄物堆肥

37.5万トン

肥料：国内資源で調達

下水汚泥肥料

国内需要を満たす量あり！
土壌の保持量を増やす

30万トン



メタン発酵後の残渣液から
肥料：国内資源で調達

バイオ液肥やバイオ固形肥料

バイオ液肥

バイオ固形肥料 病気抑制効果

ハンドリング改善

農研機構技報

病原菌
バイオ
液肥



一石二鳥肥料の新規格＝堆肥＋化成肥料
土壌改良と予測できる肥料成分供給を同時に
ペレット化でハンドリング改善

肥料：国内資源で調達

出典：農研機構：混合堆肥複合肥料の製造とその利用
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